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令和３年３月 

 

令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

(CO2削減ポテンシャル診断推進事業のうち低炭素機器導入事業） 

 

事業報告の手引き 
 

一般社団法人 低炭素エネルギー技術事業組合 

 

 

本補助事業交付規定第１６条のとおり、補助金の交付をうけた補助事業は、令和

３年度～令和５年度までの各年度終了後、低炭素機器導入によるCO2削減状況等に

ついての報告を環境大臣に行う必要があります。以下に従い、遅滞なく事業報告書

を提出してください。事業報告書が期日までに提出されない場合、交付規程違反と

して交付規程第１５条第１号に該当するとし、交付の決定の全部を解除し、同条第

２項に基づき補助金の全部の返還を命じます。 

 

（１）報告対象年度 

 令和３年度、令和４年度、令和５年度の計３回、各年度終了後３０日以内に事業

報告書を提出してください。 

 

報告対象年度 提出〆切（必着） 

令和3年度（令和2年度補助事業完了日～令和4年3月末） 令和4年4月28日（木） 

令和4年度（令和4年4月～令和5年3月末） 令和5年4月28日（金） 

令和5年度（令和5年4月～令和6年3月末） 令和6年4月30日（火） 

 

（２）報告事項 

 

・報告年度のCO2排出量 

  報告年度の年間（４月～翌年３月末（ただし、初年度は補助事業完了日から翌年

度３月末までの期間））のエネルギー起源CO2排出量実績を算定して報告してくだ

さい。また、算定に用いた事業所のエネルギー使用量の根拠となる証拠書類（エ

ネルギー供給会社からの明細書等）を添付してください。 

  報告締切りまでに報告年度３月分までのエネルギー使用量証拠書類が揃わな

い場合は、各エネルギー供給会社に問い合わせし、エネルギー使用量データを取

得して報告書を作成し、証拠書類は追って提出してください。 

  この場合、証拠書類の提出日を（４）に示す提出先に事前に連絡してください。 
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・報告年度のCO2排出量の削減目標達成度合い 

  令和３年度実績（令和４年４月報告）以降は、申請排出削減量は必達です。申

請排出削減量を達成できなかった場合は、その理由を記載した文書と、その根拠

資料を添付してください。あわせて、目標達成のための追加対策を事業報告書別

紙【報告年度における二酸化炭素排出量増減の内訳】の４の表に追記してくださ

い。なお、正当な理由がなく改善が認められない場合は、交付された補助金の全

部又は一部の返還等の措置をとることがあります。 

 

（３）提出書類 

以下の書類について、紙１部とCD-R １部を提出してください。 

各報告年度用のア．及びイ．の様式は、事業報告書Excelファイルに用意されて

います。CD-Rには、事業報告書Excelファイル一式と、ウ、エを保存してください。 

ア．様式第１５ 事業報告書 

イ．様式第１５ 別紙 

ウ．エネルギー使用量証拠書類（エネルギー供給会社からの明細書の写し等） 

エ．その他参考資料（申請排出削減量未達の場合の理由書とその根拠となる資料） 

※事業報告書Excelファイルは、組合ウェブサイト（https://www.lcep.jp/jigyouhoukoku/R2.html)

からダウンロードできます。 

※報告対象年度の間、同じExcelファイルを使用するため、報告対象年度が終わるまで補助事

業者様にて保管してください。 

 

（４）事業報告についての問い合わせ先・提出先 

【問い合わせ先】  

（令和３年３月まで） 

一般社団法人 低炭素エネルギー技術事業組合 受診窓口 

電話番号 03-5937-0836  E-mail：gyomu-ml@lcep.jp 

【事業報告書提出先】  

提出先は報告年度中に環境省が指定する団体となります。 

令和３年３月末を目処に、「令和２年度CO2削減ポテンシャル診断推進事業」の

執行団体より告知させて頂きます。  

 

 事業報告書は、封書に入れ、宛名面に補助事業者名および「令和２年度二酸化炭

素排出抑制対策事業費等補助金（CO2削減ポテンシャル診断推進事業のうち低炭素

機器導入事業）事業報告書」と朱書きで明記してください。 

※事業実施責任者、事務連絡先等の変更があった場合は、変更申請書に変更内容を記入し、

上記提出先に送付をお願いいたします。変更申請書の様式は、組合ウェブサイトからダ

ウンロードしてください。 

 

https://www.lcep.jp/jigyouhoukoku/R2.html
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＝＝＝＝事業報告書作成の注意点＝＝＝＝ 

 

■事業報告書の形式 

 事業報告書はマクロ有効エクセル形式（.xlsm）で用意されていますので、データを入力

後は、マクロ有効エクセル形式（.xlsm）で保存してください。 

 

■事業報告書の全体構成 

 事業報告書の様式は、各報告年度用の様式１５シートと別紙シート、各年度のまとめシ

ートで構成されています。 

 

■事業報告書の作成手順 

 各シートは、入力したデータが相互に反映される仕組みになっています。 

 必ず、以下の手順に従って作成してください。 

 ①「別紙まとめ」にて採択番号、事業者名、事業所名等の情報を入力する。 

 ②該当の報告年度用の「様式１５」「別紙」にてエネルギー使用量等の情報を入力する。 

                             

 

    

 

図１：事業報告書における各シート関係図 

 

■入力規則 

 全シートにわたり、下記の入力方法にしたがい入力してください。 

    

表１：入力方法 

セルの色 入力方法 

 
黄色のセルには、直接入力をしてください。 

 
黄緑色のセルでは、選択肢から選択してください。 

※シート上部にある［入力指示用セル色の有り／無しチェックボックス］にチェックを入れると、印刷時に不

要な黄色及び黄緑色のセル色を解除できます。 

 

別紙まとめ 

シート 

採択番号、事業者名

等の情報 

CO2排出量等の情報 

令和３年度用様式１５シート 

    〃    別紙シート 

令和４年度用様式１５シート 

    〃    別紙シート 

令和５年度用様式１５シート 

    〃    別紙シート 

  黄 

  黄 
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＝＝＝＝各シートの記入例：「別紙まとめシート」＝＝＝＝ 

 

 

【様式第15 事業報告書】 別紙まとめ

黄色 のセルには直接入力をしてください。

黄緑 のセルは選択肢から選んでください。

【補助事業者情報】

【二酸化炭素排出削減の達成状況】

補助金申請時の申請CO2排出削減量と、各報告年度における達成状況を示しています。

（電力の係数に基準年度代替値を使用しています）

【二酸化炭素排出原単位】

令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（CO2削減ポテンシャル診断推進事業のうち低炭素機器導入事業）

備考

採択番号 E20********

達成

（参考）

報告年度

受診事業所の業種

補助事業者名（法人名）

受診事業所名

〇〇食品株式会社

関東工場

法人番号

年度

2.50

CO2原単位

平成31年度 120.00 百万円

金額

数値 単位

CO2排出量

300

令和３年度 125.00 百万円

法人番号

区分

*************

*************

産業

令和５年度

CO2排出量
基準年度：申請削減量
報告年度：削減量

79

255

－

－ －

09　食料品製造業

基準年度

－

平成31年度

令和２年度

報告年度

達成率

300 t-CO2/年

令和５年度 百万円

255 2.04

令和４年度 百万円

年度

t-CO2/年

結果

％

113.6

CO2排出量と密接な関係をもつ指標

t-CO2/年

t-CO2/年

t-CO2/年

2.17

45 ％

％

申請削減量を達成した
場合

260 百万円120.00

CO2削減ポテンシャル診断受診年度 平成31年度（2019年度）

t-CO2/年

t-CO2/年

t-CO2/年

基準年度

t-CO2/年40 －

令和３年度

令和４年度

113.6 

0.0 0.0 
0

100

200

令和３年度 令和４年度 令和５年度

（％）

申請削減量の達成状況

達成率

13桁の固有の番号を入力
してください。 

交付決定通知の採択番号
を入力してください。 

診断結果報告書の表紙、または交付規程「様式第１１
実施報告書 別紙１」を参照し、選択してください。 

交付規程「様式第 11 実施報告書 別紙 1 別添 1」を参照し入力してください。 

指標と単位、及び基準年度における数量を入力／選択してください。 

CO2 削減ポテンシャル診断の事業報告書における二酸化炭素排出原単位の
表を参考にしてください。 

備考欄に、指標、単位の設定の経緯
等を入力してください。 
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■【二酸化炭素排出原単位】の記入例 

  

（記入例１） 

 

 

（記入例２） 

 

 

（記入例３） 

 

 

（記入例４） 

 

 

【二酸化炭素排出原単位】

備考年度

2.50

CO2原単位

平成31年度 120.00 万台

生産台数

数値 単位

CO2排出量

300

令和３年度 125.00 万台

報告年度

令和５年度 万台

255 2.04

令和４年度 万台

当事業所では複
数の品目を生
産しており、
製品1台での
CO2排出量は管
理できないた
め、生産台数
とした。

CO2排出量と密接な関係をもつ指標

2.17
申請削減量を達成した
場合

260 万台120.00

基準年度

【二酸化炭素排出原単位】

備考年度

15.00

CO2原単位

平成31年度 20.00 億円

金額

数値 単位

CO2排出量

300

令和３年度 21.00 億円

報告年度

令和５年度 億円

255 12.12

令和４年度 億円

生産する製品
が小さいネジ
から重量が1ト
ンを超えるも
のまであるた
め、指標を
トータルの金
額とした。

CO2排出量と密接な関係をもつ指標

13.00
申請削減量を達成した
場合

260 億円20.00

基準年度

【二酸化炭素排出原単位】

備考年度

30.00

CO2原単位

平成31年度 10.00 千m2

延床面積

数値 単位

CO2排出量

300

令和３年度 10.00 千m2

報告年度

令和５年度 千m2

255 25.46

令和４年度 千m2

人事異動やレ
イアウト変更
が定期的に行
われるため、
延床面積で管理
することとし
た。

CO2排出量と密接な関係をもつ指標

26.00
申請削減量を達成した
場合

260 千m210.00

基準年度

【二酸化炭素排出原単位】

備考年度

7.50

CO2原単位

平成31年度 40.00 千m2×時間

店舗面積×営業時間

数値 単位

CO2排出量

300

令和３年度 41.00 千m2×時間

報告年度

令和５年度 千m2×時間

255 6.21

令和４年度 千m2×時間

当事業所は食品
スーパーのた
め、エネル
ギーに直接影
響が出る店舗
面積と営業時間
を指標とし
た。

CO2排出量と密接な関係をもつ指標

6.50
申請削減量を達成した
場合

260 千m2×時間40.00

基準年度

事業所で CO2 排出量とかかわりが深く、
管理可能な指標（例：生産高、重量、面積
など） を選定または入力してください。 

「二酸化炭素排出原単位」の値が大きすぎる場
合、あるいは小さすぎて 0 と表示される場合
は、単位の桁数を変更して記入してください。 
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＝＝＝＝各シートの記入例：「様式１５シート」＝＝＝＝ 

 

■「達成」の場合 

 

様式第１５（第１６条関係） 

番 号
年 月 日

　環　境　大　臣　　殿

補助事業者

年度事業報告書 

年 月 日付け低技組発第

下記のとおり報告します。 

１ 事業実施による二酸化炭素排出削減効果について

（１） 年度二酸化炭素排出削減量（実績） 

（２）実績報告書における二酸化炭素排出削減量に達しなかった場合の原因 

注　

【本報告についての問い合わせ先】

（CO2削減ポテンシャル診断推進事業のうち低炭素機器導入事業）

***@***.co.jp

担当者名・役職 ○○○○○（氏名フリガナ）

部署名 ○○部 ○○課

電話番号 ***-***-**** ＦＡＸ番号 ***-****-****

令和３

○ ○ E20********

記

メールアドレス

令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

令和4 4 22

住 所 ○○県○○市1番地の1

氏 名 又は 名称 ○○食品株式会社

代表者の職・氏名 代表取締役社長
低炭素太郎

責任者名・役職 ○○○○○（氏名フリガナ）・役職名

交付規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が報告するこ
と。

（達成のため該当なし）

令和2 号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素

排出抑制対策事業費等補助金（CO2 削減ポテンシャル診断推進事業のうち低炭素機器導入

事業）について、令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（CO2削減ポテンシャル

診断推進事業のうち低炭素機器導入事業）交付規程 第１６条第１項の規定に基づき

令和３

事業所名：関東工場
申請排出削減量：40 t-CO2/年
二酸化炭素排出削減量：45 t-CO2/年（達成率 113.6%）

「別紙まとめシート」で入力した
採択番号が反映されます。 

「別紙まとめシート」を参照し、報告
年度の実績を入力してください。 

（フォントサイズ調節可能です） 

 

年度終了後、３０日以内に提出してください。 

補助事業者で管理する番号がある場合
に利用してください。 

令和 3 年度報告用の様式 15 にて交付
決定通知の日付を入力してください。
以降の年度の様式にも反映されます。 

報告内容の責任者及び担当者の氏名と連絡先を
入力してください。 

事業報告書の提出後、担当者が変更になった場
合は、速やかに変更申請書を提出してください。 

代表者の住所、法人名、役職名、
氏名を入力してください。 

（フォントサイズ調節可能です） 
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■「未達」の場合 

 

 

様式第１５（第１６条関係） 

番 号
年 月 日

　環　境　大　臣　　殿

補助事業者

年度事業報告書 

年 月 日付け低技組発第

下記のとおり報告します。 

１ 事業実施による二酸化炭素排出削減効果について

（１） 年度二酸化炭素排出削減量（実績） 

（２）実績報告書における二酸化炭素排出削減量に達しなかった場合の原因 

注　

【本報告についての問い合わせ先】

（CO2削減ポテンシャル診断推進事業のうち低炭素機器導入事業）

令和5 4 24

住 所 ○○県○○市1番地の1

氏 名 又は 名称 ○○食品株式会社

代表者の職・氏名 代表取締役社長
低炭素太郎

令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

事業所名：関東工場
申請排出削減量：40 t-CO2/年
二酸化炭素排出削減量：24 t-CO2/年（達成率 60.1%）

令和４

令和2 ○ ○ E20******** 号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素

排出抑制対策事業費等補助金（CO2 削減ポテンシャル診断推進事業のうち低炭素機器導入

事業）について、令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（CO2削減ポテンシャル

診断推進事業のうち低炭素機器導入事業）交付規程 第１６条第１項の規定に基づき

記

令和４

事業所での主力製品である○○の生産が、基準年度比50%の増産となった。○○の生産には、本
事業で導入したボイラーによる蒸気を使用し、生産量が○トンを増えると、蒸気の利用量は○%
増加する。予想以上の増産となったため未達となった。（詳細は別紙参照）

担当者名・役職 ○○○○○（氏名フリガナ）

部署名 ○○部 ○○課

交付規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が報告するこ
と。

責任者名・役職 ○○○○○（氏名フリガナ）・役職名

電話番号 ***-***-**** ＦＡＸ番号 ***-****-****

***@***.co.jpメールアドレス

報告内容の責任者及び担当者の氏名と連絡先を
入力してください。 

事業報告書の提出後、担当者が変更になった場
合は、速やかに変更申請書を提出してください。 

令和 2 年度以降の削減量実績が正当な理由なく
未達成であった場合は、補助金返還となります。 

CO2 排出量の増加要因があれば、具体的なデー
タ（生産量等）及び、そのデータと CO2 排出量
との相関関係の詳細を別紙にて示してください。 

未達要因の概要を記載してください。 

（フォントサイズ調節可能です） 

補助事業者で管理する番号がある場合
に利用してください。 

年度終了後、３０日以内に提出してください。 

「別紙まとめシート」で入力した
採択番号が反映されます。 

代表者の住所、法人名、役職名、
氏名を入力してください。 

（フォントサイズ調節可能です） 

「別紙まとめシート」を参照し、報
告年度の実績を入力してください。 

（フォントサイズ調節可能です） 

 

令和4年度及び令和5年度用の様式
15 には、令和 3 年度用の様式 15 に
て入力した日付が反映されます。 



令和 2 年度低炭素機器導入：事業報告書の手引き 

8 

＝＝＝＝各シートの記入例：「別紙シート」＝＝＝＝ 

■１ページ目 

 

 

 

 

 

 

令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 （CO2削減ポテンシャル診断推進事業のうち低炭素機器導入事業）

【様式第15 事業報告書】 別紙 のセルには直接入力をしてください。
のセルではプルダウンより選択してください。

※1【LGP使用量の入力に関する注意点】
・使用量をトンで把握している場合は「液化石油ガス(LPG)(重量)」に記入してください。
・使用量を立方メートルで把握している場合は「液化石油ガス(LPG)(容量)」に記入してください。
※2【その他の燃料の入力に関する注意点】
・「その他の燃料」を使用している場合、その燃料の名前の入力、各係数を設定してください。

【二酸化炭素排出原単位の指標の変化】 　その場合、根拠となる資料を添付して下さい。
CO2排出量と密接な関係をもつ指標について、報告年度における数値を記入して下さい。 ※3【電気事業者に関する入力の注意点】
※指標と単位は報告年度間にわたり同じものを使用します（指標と単位は「まとめシート」にて入力） ・報告年度に使用した電気事業者名とそのCO2排出係数（基礎排出係数）を入力して下さい。

　電気事業者別の排出係数は、環境省が公開する「電気事業者別排出係数一覧」から、契約している電力会社を
　確認して入力して下さい。 http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc
・報告年度内に電気事業者の変更があった場合は、以下の記入例のように入力してください。

（記入例）

電気事業者名 基礎排出係数 4月 5月 6月 7月 1月 2月 3月

株式会社○○○ 0.XXtCO2/千kWh 50 50
【エネルギー種別ごとの月別使用量】 ▲▲▲電力株式会社 0.YYtCO2/千kWh 50 50 50 50 50
・ 黄色 のセルに、月ごとのエネルギー使用量を入力してください（単位に注意）。
・ ※が付いている箇所は、表の右上にある注記を確認してください。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月
0.0 kL
0.0 kL
0.0 kL
0.0 kL
0.0 kL
0.0 kL
0.0 kL
0.0 kL
0.0 t
0.0 t
2.4 t 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
0.0 千m3
0.0 千m3
0.0 t
0.0 千m3
0.0 t
0.0 t
0.0 t
0.0 t
0.0 t
0.0 千m3
0.0 千m3
0.0 千m3
0.0 千m3

その他の燃料1 ※2 0.0
その他の燃料2 ※2 0.0

0.0 GJ
0.0 GJ
0.0 GJ
0.0 GJ

506.9 千kWh 0 0 0 0 0 0 0 0 35.3 33.7 43.9 43.9 46.5 43.3 45.5 45.5 45.5 46.5 43.3 45.5 44.4 35.4 32.2 33.3
0.0 千kWh 35.3 33.7 43.9 43.9

506.9 千kWh 46.5 43.3 45.5 45.5 45.5 46.5 43.3 45.5 44.4 35.4 32.2 33.3
0.0 千kWh
0.0 千kWh
0.0 千kWh
0.0 千kWh

↑環境省が公表している令和３年度排出量算定用の基礎排出係数を入力してください。

指標の変化および排出原単位への影響について
補足（要因、排出量との関係等）があれば記入して下さい。

CO2排出量

令和２年度
(参考)

令和３
年度

令和２年度
(参考)

令和３年度

kL
kL
kL
kL
kL
kL
t
t
t
千m3
千m3
t
千m3
t

令和３年度

月別のエネルギー使用量　※単位に気をつけてください

千kWh
千kWh
千kWh
千kWh
千kWh
千kWh

年間エネルギー使用量

令和２年度 (参考)

月別のエネルギー使用量　※単位に気をつけてください

千m3
千m3

GJ
GJ
GJ
GJ
千kWh

0.0
0.0

kL

t
t
t
千m3
千m3

0.0
0.0
0.0

0.0
0.0
0.8
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0 t

0.0
156.8
156.8

0.0
0.0
0.0

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

CO2排出係数

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

0.0187 tC/GJ
0.0189 tC/GJ

tC/GJ

令和２年度 (参考)

kL

黄色
黄緑色

報告年度 令和３年度

補助事業者名（法人名） 〇〇食品株式会社

3
2

燃

料

1

No.

16
15

石炭

14
13 可燃性

天然ガス

21
20
19
18 石炭コークス ---

受診事業所名 関東工場

11
石油ガス

10
9
8
7
6
5
4

12 石油系炭化水素ガス ---

0.0187
コンデンセート(NGL) --- --- 35.3 GJ/kL
原油(コンデンセートを除く) --- --- 38.2

17

29
28
27

熱

26
25
24
23
22

--- ---

電
気

30
電気
(買電)

※3

総電力使用量（基準年度代替値） 77 247 － － 0.488

228 － －

tCO2/千kWh

CO2排出量（基準年度代替値ベース） 79 255

GJ/kL
0.0184 tC/GJ

ガソリン --- --- 34.6 GJ/kL 0.0183 tC/GJ
ナフサ --- --- 33.6 GJ/kL 0.0182 tC/GJ
灯油 --- --- 36.7 GJ/kL 0.0185 tC/GJ

Ａ重油 --- --- 39.1 GJ/kL
軽油 --- --- 37.7 GJ/kL

Ｂ・Ｃ重油 --- --- 41.9 GJ/kL 0.0195 tC/GJ
石油アスファルト --- --- 40.9 GJ/t 0.0208 tC/GJ

0.0254 tC/GJ
液化石油ガス(LPG)(重量) ※1 2 7 50.8 GJ/t

石油コークス --- --- 29.9 GJ/t
0.0161 tC/GJ

液化石油ガス(LPG)(容量) ※1 --- --- 110.9 GJ/千m3 0.0161 tC/GJ
GJ/千m3 0.0142 tC/GJ

液化天然ガス(LNG) t換算 --- --- 54.6 GJ/t
--- 44.9

0.0135 tC/GJ
その他可燃性天然ガス --- --- 43.5 GJ/千m3 0.0139 tC/GJ
原料炭 --- --- 29.0 GJ/t 0.0245 tC/GJ
一般炭 --- --- 25.7 GJ/t 0.0247 tC/GJ

GJ/t 0.0255 tC/GJ無煙炭 --- --- 26.9
GJ/t 0.0294 tC/GJ
GJ/t 0.0209 tC/GJ

コークス炉ガス --- --- 21.1 GJ/千m3 0.0110 tC/GJ

--- 29.4
コールタール --- --- 37.3

GJ/千m3 0.0263 tC/GJ
転炉ガス --- --- 8.41 GJ/千m3 0.0384 tC/GJ
高炉ガス --- --- 3.41

都市ガス --- --- 44.8 GJ/千m3 0.0136 tC/GJ

－ tCO2/千kWh

tCO2/千kWh

単位

店舗面積×営業時間 40 千m2×時間 41 千m2×時間

CO2排出量と密接な
関係をもつ指標

0.060 tCO2/GJ
--- ---
--- ---

基準年度：平成31年度 報告年度：令和３年度

0.057 tCO2/GJ

○○電力 86 --- － － 0.550 tCO2/千kWh

冷水 --- --- － －

産業用蒸気 --- --- － －

数値 単位 数値

令和３年度

エネルギーの種類
発熱量換算

係数

--- --- － －

温水 --- --- － －
産業用以外の蒸気 --- --- － － 0.057 tCO2/GJ

0.057 tCO2/GJ

CO2排出量（電力基礎排出係数ベース） 89 235 tCO2/年

0.450 tCO2/千kWh

--- --- － －
○○新電力 ---

tCO2/年

－ － tCO2/千kWh

tCO2/千kWh

--- --- －

報告年度における原単位の指標の数値を入力してください。 

令和 3 年度別紙においては、令和 2 年度分を含めずに、令和
3 年度のみの数値を入力してください。 

４月から翌年３月末までの１年間のエネルギー使用量を記入してください。 

なお、令和 3 年度別紙には令和 2 年度と令和 3 年度の 2 年分のエネルギー
データを入力する欄があります。令和 2 年度については、補助事業を完了し
た日からのエネルギーデータを入力してください。 

!! 単位（千 kWh、千 m3等）に注意 !! 

当該年度中に契約していた電気事業者名と基礎排出係数を入力し、エネルギーデータを入力してください。 

電気事業者の変更を行った場合には、行を変えて変更後の電気事業者名、基礎排出係数を入力し、変更後
の電気事業者の利用開始月からエネルギーデータを入力してください。 

電気事業者の排出係数は、環境省のウェブサイトで確認することができます。 
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■２ページ目 
【報告年度における二酸化炭素排出量増減の内訳】
・ 黄色 のセルには入力をしてください。
・ のセルはプルダウンより回答を選択する、あるいはチェックボックスにチェックを入れてください。
・ のセルは実施状況、データ把握状況への回答内容に基づいた回答不要のセルです。
・ ※が付いている箇所は、表の右下にある注記を確認してください。

１．生産量増加等、予想される事業所のCO2排出量の増加量 ２．本補助金による設備導入を通じたCO2排出削減効果（つづき）

削減率 削減率

t-CO2/年 t-CO2/年

２．本補助金による設備導入を通じたCO2排出削減効果

44 t-CO2/年 14.7% 41 t-CO2/年 13.7%

３．本補助金による設備導入以外の排出削減取組を通じたCO2排出削減効果

削減率 削減率

1 t-CO2/年 0.3% t-CO2/年

４．応募時に申請したCO2削減目標が達成できなかった場合又は達成が困難と予想される場合の追加対策

削減率 削減率

3 t-CO2/年 1.0% t-CO2/年

５．電気事業者の変更および基礎排出係数の変化
以下の内容に該当する場合にはチェックを入れ、基準年度の電気事業者名および基礎(実)排出係数を入力してください。

tCO2/千kWh

tCO2/千kWh

tCO2/千kWh

※4 交付規程「様式第１１ 実施報告書 別添１」を参照し、入力してください。
※5 交付規程「様式第１１ 実施報告書 別添２」の「対策メニューとの対応」を参照し、入力して下さい。
※6 「実績」に推計値を入力する場合は、交付規程「様式第１１ 実施報告書 別添２」の計算方法等を参考に、算出し入力してください。
※7 交付規程「様式第１１ 実施報告書 別添５」の「申請時の見込みどおりにCO2が削減できなかった場合の追加対策内容」を参照し、

入力してください。診断結果報告書で提案された対策の場合は、診断結果報告書を参照して対策メニュー番号を記入してください。
※8 基準年度における電気事業者名および基礎(実)排出係数を記入する場合は、診断結果報告書を参照して記入してください。

黄緑色

基準年度の電気事業者から別の電気事業者に変更
した

番号 増加要因※4
想定※4 実績※6 対策

番号
対策ﾒﾆｭｰ
番号※5

計画※4
CO2増加量 増加率 データ把握 CO2増加量 増加率 CO2削減効果 CO2削減量

対策名※4

10 t-CO2/年 3.3% 2-71 販売増に伴う生産増 10 t-CO2/年 3.3% 推計値

t-CO2/年2-7-1

t-CO2/年t-CO2/年

2-7-2追加 t-CO2/年

t-CO2/年2 t-CO2/年 t-CO2/年

t-CO2/年2-7-3

t-CO2/年

追加 t-CO2/年 t-CO2/年

t-CO2/年t-CO2/年

計 10 3.3% 10 3.3%

2-8

t-CO2/年

CO2削減効果 削減率 データ把握 CO2削減量 削減率

t-CO2/年

2-8-1 t-CO2/年

t-CO2/年

t-CO2/年

t-CO2/年

3.7%
2-8-3

t-CO2/年t-CO2/年

t-CO2/年 0.3%2-1-1
省CO2化
関連

蒸気配管断熱 9 2 t-CO2/年

2-8-2

3.3% 推計値 11 t-CO2/年

対策
番号

対策名※4
対策ﾒﾆｭｰ

番号※5

計画※4 実績※6

2-1
導入
設備

蒸気システム 7 10 t-CO2/年

2-1-2
省CO2化
関連

蒸気配管径拡大 0-2 1 t-CO2/年

0.7% 推計値 1

0.3% 未把握 t-CO2/年

対策
番号

対策ﾒﾆｭｰ
番号※5

計画※4 実績※6
CO2排出効果 実施・データ把握 CO2削減量

対策名※4

t-CO2/年 0.3% 未把握 t-CO2/年

2-2-1 t-CO2/年

2-2
導入
設備

LED照明 64 30 t-CO2/年

2-1-3
省CO2化
関連

排熱回収装置 0-2 1

10.0% 実測値 29 t-CO2/年 9.7% 3-1

t-CO2/年t-CO2/年

t-CO2/年t-CO2/年 0.3%61 1 実施した・未把握こまめな消灯

2-2-2 t-CO2/年

t-CO2/年 3-2

t-CO2/年

2-2-3 t-CO2/年

t-CO2/年t-CO2/年 3-3

t-CO2/年 t-CO2/年t-CO2/年 3-4

t-CO2/年

2-3
導入
設備

t-CO2/年

3-5 t-CO2/年

計
t-CO2/年

t-CO2/年

2-3-2 t-CO2/年

2-3-1 t-CO2/年

計画※7 実績※6

2-3-3 t-CO2/年

t-CO2/年

番号
対策ﾒﾆｭｰ
番号※7

t-CO2/年

追加対策名及び概要※7
CO2削減量

2-4
導入
設備

t-CO2/年

CO2削減量 実施状況

1 34 3 t-CO2/年 1.0% 実施予定なし全熱交換器の導入

3

t-CO2/年

2-4-1 t-CO2/年

t-CO2/年t-CO2/年 2

t-CO2/年 42-4-2 t-CO2/年

t-CO2/年 t-CO2/年t-CO2/年

6 t-CO2/年

t-CO2/年5 t-CO2/年2-4-3 t-CO2/年

t-CO2/年t-CO2/年

t-CO2/年

2-5-2

2-5-1

t-CO2/年 t-CO2/年

2-5
導入
設備

t-CO2/年t-CO2/年

2-6
導入
設備

電気事業者名※8

t-CO2/年 t-CO2/年

t-CO2/年2-5-3 t-CO2/年

2-6-3 t-CO2/年

t-CO2/年

2-6-2 t-CO2/年

2-6-1 t-CO2/年

t-CO2/年

t-CO2/年

計

実績※6
データ把握

導入設備

導入設備

t-CO2/年

t-CO2/年

t-CO2/年

t-CO2/年

基礎排出係数※8

基準年度

計

t-CO2/年

 

各表の左側（※４、※５、※７の部分）につ
いては、交付規程「様式第１１実施報告書」
等から情報を転記してください。 

各表の右側部分には、報告年度における実績を
入力してください。 

セルの選択／入力は、左から順番に行います。 

 

基準年度の電気事業者から別の電気事業者に変更している場合は、その
旨を報告してください。 
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【参考】交付規程 一部抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


